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わが国では本格的な高齢社会を迎え，高齢運転者数も著しく増加している．首都高速道路における交通

事故件数は，全体としては減少傾向であるものの，高齢運転者に着目するとむしろ増加傾向であり，事故

率（走行距離・台あたりの事故件数）も依然として高くなっている．このような状況にあるにもかかわら

ず，年齢階層別の事故多発地点や事故が発生しやすい区間に着目した分析，それに基づいた対策は実施さ

れておらず，現在行われている交通安全対策は不十分であると言わざるを得ない．そこで本研究では，高

齢運転者の交通事故に着目し，年齢階層別の事故が多い区間，区間交通量を用いた年齢階層別の事故率の

高い区間を抽出し，高齢運転者の交通安全対策箇所を明らかにする．さらに抽出された区間について，高

齢運転者の事故特性である車両接触事故に焦点をあて，事故調書を用いて詳細に分析し高齢運転者が交通

事故を起こす要因を示唆し，交通安全対策の提案を行う．  
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1. はじめに 
 
超高齢社会（高齢化率21％超）となったわが国では，

高齢者の交通事故が深刻な社会問題となっている．都市

高速道路においてもその例外ではなく，首都高速道路に

おける70歳以上の交通事故件数は，この20年間で約3.5倍
に増加し，年間約300件も発生している．また，事故率

（走行距離・台あたりの事故件数）についても，70歳以

上の高齢運転者では依然高い事故率である．今後，首都

高速道路上での高齢運転者の著しい増加を考えると高齢

運転者の事故が増加することが予見できる．しかしなが

ら，年齢階層に基づいた交通安全対策は，高齢運転者の

逆走や歩行者の自動車専用道路への誤進入対策に限られ

ている． 
自動車の予防安全性能の向上や首都高速道路の交通安

全対策の成果もあり，首都高速道路の全体の交通事故は

減少傾向であり、全体の平均事故率も減少傾向である。

さらに交通事故の大幅削減が期待される自動車の自動運

転技術の開発は盛んに行われており，「官民ITS構想ロ

ードマップ2017」において完全自動走行（レベル4の自

動運転）を2025年までに実現することが目標とされてい

ることからも，首都高速道路の交通安全対策は大きな問

題がないようにも見受けられる．しかしながら，上述の

とおり高齢運転者に着目すると，状況はむしろ悪化して

おり，今後の高齢者数の増加を考慮すると，これまでの

交通安全対策だけでは不十分であり，年齢階層別の詳細

な分析に基づいた対策が急務であると言えよう．自動運

転に関しても，首都高速道路は，右車線の分合流が存在

し，縦断・横断線形が厳しい，合流・分流長が短い，大

型車の混入率が多い等の道路特性があるため，他の高速

道路と比べて自動運転の導入には長期間を要することが

想定される．したがって，自動運転化を待つのではなく，

高齢者に特化した交通安全対策の検討が早急に必要であ

る． 
本研究の目的は，都市高速道路における高齢運転者の

交通事故に着目し，発生場所，時間帯，事故形態（追突，

車両接触，施設接触等）等について性・年齢階層別の定

量的な分析を行い，非高齢者との違いを明示することに

より，高齢運転者の交通安全対策に向けた基礎情報を示

すことである．既存の研究より明らかとなっている交通

事故発生要因や高齢者の身体能力や認知能力の低下に関

する基本的な知見を踏まえ，2008年以降の起終点調査に

基づいた性・年齢階層別の交通量データ，交通事故デー

タを用い，高齢運転者ならではの事故発生地点とその要

因を示すことが本研究の特徴である．  
本研究では，以下の3点を具体的な目的とする．1点目
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は，近年10年間の首都高速道路における全年齢階層の交

通事故形態から高齢者と非高齢者と交通事故形態の差異

を明らかにする．2点目は，年齢階層別の交通事故多発

地点，高齢運転者の交通事故多発地点を整理し，年齢階

層別の起終点調査データを加えることにより，高齢運転

者の事故率が高い地点を明らかにしする．3点目は，高

齢運転者の事故が多い区間と事故率が高い区間を整理し，

高齢運転者の交通安全対策を行うべき区間の抽出を行う． 
なお，ここでは分析に用いる起終点調査データの都合

上，70歳以上を高齢者，70歳未満を非高齢者とする．  
 
 
２. 既往研究と本研究の位置付け 
 

 交通事故の既往研究や，加齢による身体能力の低下や

認知能力の低下に関するは膨大に存在するが，高齢運転

者の能力低下と交通事故要因（線形や状況）に着目した

代表的な論文は下記に示す程度である． 

木村らi)は高齢者ドライバーの基礎研究として年齢の

違いによる自動車利用状況，交通事故の特徴，自動車走

行環境に対する評価の違い等，70 歳以上の高齢者層に

ついて全体的な特徴を明らかにした。さらに，道路線形

と高齢者ドライバーについて研究したものとして、高地

ら 2) 飯田ら 3) 山村ら 4)は、カーブ部やトンネル部，合流

部に着目し高齢者の走行時の運転挙動等を明らかにして

いる．  

本研究では，年齢階層別のODと交通事故データを組み

合わせ，地点別，年齢階層別の事故率の整理及び事故が

多い区間組み合わせたデータを用いて分析している点で

新規性を有している．さらに既往の研究より明らかにな

っている高齢運転者の特性について、データでの再整理

を行い，高齢運転者事故の多い区間を明らかにする．さ

らに明らかにした区間の事故調書の図面や走行速度を分

析することで高齢者特有の交通事故の発生要因を推察を

行う． 
 
 
３. 本研究の分析方法 
 
(1) 使用するデータ 
a) 首都高速道路交通事故データ 

首都高速道路では、1996年度以降の首都高速道路で発

生した交通事故1件ごとにデータベース化している．首

都高速道路交通事故データは，交通事故が発生した場合

に首都高パトロールが現地に向かい交通事故の状況やド

ライバーからヒアリング結果をまとめた事故調書が基と

なっている．交通事故件数1件ごとに年齢，性別，事故

形態，日時，場所，天候，車種等の約240の項目を記録

したものである．本研究では，2008年度～2016年度の事

故データが保存された首都高速道路交通事故データを使

用している． 
 

b) 首都高速道路起終点調査データ 

 首都高速道路起終点調査とは，供用路線の交通実態及

び利用特性等を把握し，供用路線の延伸後の交通量の推

定，新線計画，交通管理等の基礎資料とすること，また，

利用者へのサ－ビス向上を目的とし，昭和39年12月の第

1回調査を皮切りに，新規路線の供用及び交通実態の変

動がある毎に調査を実施してきた．最新の調査は，平成

27年3月から中央環状線が全線開通したことに伴い，平

図-1 首都高速道路における事故件数と高齢者の事故割合の推移 
図-2 首都高速道路における年齢階層別の事故率 
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成27年10月に「第29回首都高速道路交通起終点調査」を

実施したものである． 
 第25回首都高速道路起終点調査までは首都高速道路の

料金所で調査票を配布し，郵送回収する方法としていた

が，ETC利用率が9割を越える状況に変化しており，従

来の調査方法では，ETC車に調査票を配布することが不

可能であった．そこで、ETC車を対象とした調査PRカー

ドの事前配布や，現金車を対象とした料金所での調査

PRカードの当日配布を行い，Webアンケート調査を実施

した．調査項目は首都高速道路の利用日時，出発地・目

的地，入口・経路・出口，利用目的等，約60項目がまと

められている．本研究では，Webアンケートを本格的に

導入した第26回（2008年度）～第29回（2015年度）を使

用する． 
 
(2) 分析方法 
 図-3の研究フロー示すとおり，2008年度～2016年度の

交通事故データを用いて，高齢者の身体能力，認知能力

の低下が運転に与える影響に関する研究のレビューから，

高齢運転者の交通事故特性を明らかにする． 
また，交通事故データは毎年整備されているが，首都

高速道路起終点調査は基本的に新線開通等，ネットワー

クが変化した年のみに実施される調査であるため，ここ

では，ネットワーク変化がなければ年齢階層別のODパ
ターンは変化しないと仮定し，ネットワークに応じて用

いる起終点データ及び交通事故データを表-1のとおり使

い分ける．高齢運転者の事故多発地点の抽出び，高齢者

運転者の事故率が高い地点の抽出を行い，高齢運転者の

交通安全対策区間を明らかにし，詳細分析を行い交通安

全対策を行うという4段階に大別される． 
 
 
４. 高齢運転者の交通事故特性 
 
高齢運転者の交通事故を起こす要因と考えられる，加 

齢による有効視野の狭窄，動体視力の低下，刺激に対す

る反応速度の低下等の身体能力の低下，さらには情報処

理能力や認知能力の低下に関する既往の研究を整理し，

これらの変化が運転に与える影響をまとめる． 
高齢者の身体能力については，松本ら 5)や鈴村ら 6)は

加齢による視力（動体視力及び周辺視野）の低下，金谷

ら 7)は加齢による暗順応に適応するために時間を要する

ことや，相原ら 8)によって複雑な判断を伴う状況で認知

能力の低下することが示されている．身体能力・認知能

力の低下以外にも，多くの高齢運転者は自身の運転に自

信過剰で勘違いしており，補償運転をすべき人が十分に

補償運転をしていないことが要因で事故が起こっている

ことも指摘されている 9)． 

加齢による身体能力と認知能力の低下は個人差が大き

いものの，運転挙動に関わると思われる各能力の低下を

まとめると表-2 にとおりである．能力の低下以外にも

高齢運転者の性格として道を譲ってくれるだろうという

予測に基づいて行動し，事故を起こしてします「だろう

運転」という態度をとる割合も高いことも指摘されてい

る． 

 

分析対象年中に供用した中央環状線
はネットワーク毎に分析

高齢者の交通事故多
発区間の抽出

高齢者の区間事故率
の高い区間の抽出

高齢者の交通安全対策区間の抽出

分析対象は2008年度～2017年度の10
年間（現状2016年度まで）

直近10年分の事故データより高齢者
運転者事故特性を把握

 

  
 

表-1 ネットワーク毎の期間と使用するデータ 
交通事故データ

(年度)
起終点調査データ

(年度)

期間Ⅰ（4～5号間供用） 2008,09,10 2008

期間Ⅱ（3～4号間供用） 2011,12,13,14 2012

期間Ⅲ(湾岸～3号間供用） 2015,16 2015  
 
 

表-2 加齢による運転挙動に関わる身体・認知能力の低下 

身体能力の低下 認知能力の低下

有効視野範囲の減少 判断力の低下

動体視力の低下 情報処理能力の低下

反応速度の遅れ 遂行力の低下

筋力（踏込み力）の低下

聴力の低下  
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図-3 研究フロー 

図-4 年齢階層別の事故形態 
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加齢による身体機能及び認知機能の低下が要因と考え

られ，高齢運転者は非高齢者と比較して横の動きについ

て操作や発見が遅れる．さらに，車両混雑時や，分合流

が短区間で連続する，または本線料金所のように情報量

が多く運転操作が複雑な場合に高齢運転者の交通事故リ

スクは高まると考えられる． 
ここで首都高速道路の10年分の交通事故データを年齢

階層別で事故形態別に整理する．図-4のように年齢を重

ねるごとに車両接触事故の割合が増加していることが分

かる． データをさらに高齢者（70歳以上）と非高齢者

（69歳以下）に再整理（図-5）し，車両接触事故の割合

について高齢者・非高齢者で有意な差があるか検定を行

った．結果5%有意で高齢者は車両接触事故を起こしや

すいことが明らかになった． 
 
 

５. 年齢階層別の事故が多い区間の抽出 
 

2008～2016年度の首都高速道路の交通事故データを用

い，区間別，年齢階層別の交通事故件数を集計し，高齢

運転者の交通事故多発地点を明らかにする．単年度では

高齢者事故件数の母数が少なく，ランダムに発生してい

るか判断が出来ないため，事故データの対象を2008～
2016年度にしている．ここでは，高齢者（70歳以上）は

交通事故が5件/0.3kpの区間を，非高齢者（69歳以下）は

200件/0.3kp以上の区間を事故が多い区間と定義し，抽出

を行った． 抽出事例として湾岸線（東行）を示す． 
 横軸に空間（KP），縦軸に10年間の累計事故件数の

設定した図を図-8に示す．縦軸に山になっている区間の

抽出を行う．他の路線でも同様の整理を行った．非高齢

者の事故多発地点の閾値は20件/年を事故多発地点とし，

200件/10年を閾値とした．高齢者については，事故多発

地点の閾値を5件/10年とした．理由は，高齢者の利用割

合（約3%）を考慮して標準化を行い（167件/10年）、非

高齢者の閾値とほぼ同様としたためである． 
上記の閾値の元，高齢者と非高齢者の事故が多い地点

の抽出の結果は図-7である．高齢者と非高齢者の事故が

多い区間と重ねることで，非高齢者と高齢者の事故が起 
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きやすい地点が同じ地点であったり，高齢者事故だけが

多い区間が明らかとなった．特に後者は，高齢運転者が

道路線形や周辺環境等の道路特性要因がじこを起こす要

因になっていることが推察される． 
 

 
６. 年齢階層別の事故率が高い区間の抽出 
 

(1)事故率の算出定義 

 交通量が多いところは交通事故も多くなる傾向があ

るため，起終点調査から得られる区間別，年齢階層別の

交通量で交通事故件数を除すことにより，年齢階層別の

事故率を算出し，高齢運転者の事故率が高い地点を明ら

かにする．なお，交通事故データは毎年整備されている

が，起終点調査は基本的に新線開通等，ネットワークが

変化した年のみに実施される調査であるため，ここでは，

ネットワーク変化がなければ年齢階層別のODパターン

は変化しないと仮定し，各年の交通量に調査から得られ

る比率を乗じて各年の区間別，年齢階層の交通量を作成

した．上記条件より，以下の算定式により事故率を定義

する． 

図-5 高齢者・非高齢者の事故形態割合 

図-6 高速湾岸線（東京地区）東行き位置図 

図-7 高齢者・非高齢者の事故が多い区間の抽出 
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(2)高齢者の事故率が常に高い区間の抽出 

 次に，ネットワークに応じた3期間（期間 （4～5号間

供用），期間 （3～4号間供用），期間 (湾岸～3号間

供用）)に着目した．図-9に示すとおり，3期間ともに高

齢者の事故率が非高齢者のそれより高い区間を抽出する．  

これはネットワーク整備に関わらず、常に高齢者が非

高齢者より高い事故率を示す区間である．その区間特有

の線形や走行環境等が高齢者事故に影響を与える要因の

分析が可能である． 
 各対象路線も同様に事故率データを整理し，5章で求

めた事故が多く発生する区間について重ねると図-10と

なる．結果，常に高齢者が非高齢者より高い事故率かつ

高齢者の事故が多い区間が明らかになった．高齢者特有

の車両接触事故が起こりやすい折込区間（芝浦JCT～浜

崎橋JCT間，板橋JCT～熊野町JCT間）や日中混雑してい

る都心環状線の区間だけでなく，比較的線形条件が良く

走行速度の速い川口線や湾岸線，中央環状線の区間が抽

出された．高齢運転者は，混雑（渋滞）時の情報処理能

力の低下が要因と思われる事故だけではなく、比較的空

いていて走行速度が高い区間でも事故が多く、事故率が

高い区間の存在が明らかになった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７. 高齢運転者の交通安全対策区間の抽出 
 
これまでに着目され，交通安全対策を集中的に行って

きた交通事故多発地点と，本研究で抽出する高齢運転者

の事故多発地点，さらには高齢運転者の事故率が高い地

点は必ずしも一致しないことが明らかになった．高齢者

の交通事故が多く，区間事故率が高く，かつ非高齢者の 
事故が多く発生していない区間（事故多発地点として認

識していない区間）に該当する区間を抽出すると図-10

の通りである．線形条件が比較的悪く，利用交通量が多

いため渋滞が発生しやすい都心環状線だけでなく，中央

環状線や湾岸線等，線形が比較的良く，渋滞が発生しな

い区間が抽出された．特に右側分合流が存在する区間が

多い．また，高速度域での事故の場合，高齢者は非高齢

者に比べて人身事故や死亡事故に発展する危険性が高い．

本研究で抽出した区間の中で走行速度が高い区間（湾岸

線や川口線等）で，高齢運転者の交通安全対策区間を抽

出できたことは大きな成果である． 
図-10で抽出された全16区間を一覧表にまとめたもの

が表-3である．抽出区間全体では事故形態割合は高齢運

転者の事故特性である車両接触事故が多く，高齢運転者

の交通事故が起きやすい区間が抽出できた．しかしなが

ら，個別に区間を確認すると車両接触事故が起きやすい

区間ではなく，施設接触や追突事故が起きやすい区間が

あることが明らかになった． 
したがって，抽出された16区間について高齢運転者へ

対して一様な交通安全対策を行えず，1区間毎に事故の

状況を確認して交通安全対策を行う必要がある．事故発

生時の様々な状況（発生時間帯，混雑有無，道路構造， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

…(1) 

1109 1108 1107 1106 1105 1135 1140 1137 1103 1102 1122

1132 1186 1185 1181 1179 1131 1130 1154 1152 1150 1128 1166 1525 1524 1523

大井南 東海JCT 空港中央 湾岸環八

大井本線料金所
大井PA

大井JCT大井臨海副都心有明JCT東雲JCT東雲JCT 有明

辰巳JCT新木場葛西JCT葛西浦安千鳥町

単位：区間における0.1km・百万台あたりの各ネットワーク時期間における事故発生件数

首都高交通事故データ（1996～2016）及び首都高起終点調査データ（2008,2012,2015）より作
成

区間 1109 1108 1107 1106 1105 1135 1140 1137 1103 1102 1122

 高齢者事故率 2.71 0.00 2.06 0.00 3.81 16.23 0.00 8.93 4.30 0.00 7.69

  全体事故率事故率 1.36 1.23 1.72 1.04 2.16 4.42 4.27 3.34 2.66 1.97 1.47

 高齢者事故率 14.78 6.02 6.77 8.57 14.57 20.85 42.54 26.22 14.42 6.88 0.00

  全体事故率事故率 1.40 1.83 1.26 1.54 2.03 4.51 5.25 5.14 3.44 2.67 1.49

 高齢者事故率 3.99 3.72 1.16 1.68 2.53 0.00 0.00 0.00 6.30 7.83 0.00

  全体事故率事故率 0.72 0.91 0.60 0.79 0.96 2.77 1.29 1.21 1.07 1.39 0.64

2008

2012

2015

1132 1186 1185 1181 1179 1131 1130 1154 1152 1150 1128 1166 1525 1524 1523

0.00 8.95 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 6.88 5.71 12.95 8.38 1.69 0.00 6.44 12.38

1.77 2.40 0.51 1.88 1.28 1.52 1.94 3.59 8.18 5.30 3.76 1.66 1.99 1.44 1.08

0.00 0.00 0.00 32.44 0.00 10.15 0.00 46.91 9.54 23.84 33.09 12.36 0.00 5.78 10.56

2.34 2.95 0.27 2.49 1.43 1.57 2.39 7.81 8.46 6.11 8.93 4.33 2.54 2.76 1.05

0.00 0.00 0.00 6.63 0.00 0.00 0.00 0.00 11.44 6.32 4.89 6.21 0.00 0.00 0.00

1.45 0.97 0.15 2.09 0.84 0.33 0.89 2.72 2.98 3.83 6.71 2.71 2.67 1.37 0.67

図-8 高齢者・非高齢者の事故が多い区間の抽出 
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線形，右側分合流，利用者属性や目的や車種）等それぞ

れの区間の特徴があるので、詳細に事故調書や各種デー

タベースを確認・分析を行っていく．特に事故調書につ

いては，データ上では分からない事故発生概要や事故が

起こった際の図が記載されているため，交通事故1件毎

に確認・整理を行う必要がある．本研究では，車両接触

事故に着目する．理由は，追突事故については衝突被害

軽減ブレーキの普及により今後減少することが考えられ

ること，かつ高齢運転者が車両接触事故を起こしやすい

ことである． 

：非高齢者事故が多い区間

：高齢者事故が多い区間

：高齢者・非高齢者
事故が多い重複区間

抽出条件
非高齢者事故多発区間 ：200件/10年/0.3km 以上
高齢者事故多発区間 ： 5件/10年/0.3km 以上

：高齢者 事故率の高い区間

：高齢者 事故が多い区間

：非高齢者 事故が多い区間

図-10 高齢者の事故が多く事故率が高い区間および非高齢者事故が多い区間の抽出 

図-9 高齢者・非高齢者の事故が多い区間の抽出結果 
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８．抽出区間の詳細分析 
 
(1) 事故調書を用いた詳細分析 
事故調書は事故1件につき1枚作成されており、交通事

故データベースとしてデータ化されている．しかし，事

故調書に記載のある「発生現場略図」に示される事故状

況を表した図は未反映である．全事故約30万件の内，前

章で抽出した16区間を対象範囲として、当該区間におけ

る事故調書1,418枚（内高齢運転者は58件）を用いて「発

生現場略図」の情報から詳細に分析を行った．なお，こ

こでは，高齢運転者の交通事故特性として明らかになっ

た車両接触事故に着目する．車両接触事故の中で，左右

どちらに接触をしているか，高齢運転者がどのような運

転行動時に事故を起こしているのか分析を行った．  

：高齢者の交通安全対策区間

追 突車両接触 施設接触

- pt +

n=7
n=14
n=7
n=5
n=7
n=22
n=11
n=11
n=5
n=5
n=9
n=7
n=8
n=6

n=6
n=5

n=124

1 都心環状線（内） 谷町JCT合流→飯倉入口

2 都心環状線（内） 霞が関入口→谷町JCT分流

3 中央環状線（内） 扇大橋入口→江北JCT分流

4 4号新宿線（下） 新宿出口→西新宿JCT合流

5 4号新宿線（上） 新宿入口→代々木入口

6 6号三郷線（上） 八潮入口→PA→本線料金所→八潮南出口

7 中央環状線（外） 江北JCT合流→扇大橋出口

8 中央環状線（外） 扇大橋出口→扇大橋入口

9 湾岸線（西） 葛西入口→葛西JCT分流

10 1号羽田線（下） 浜崎橋JCT分流→芝浦JCT合流

11 都心環状線（内） 三宅坂JCT分流→三宅坂JCT合流

12 5号池袋線（下） 高島平出口→戸田南出口

13 湾岸線（西） 有明JCT分流→有明JCT合流

14 川口線（上） 安行入口→新郷出口

15 4号新宿線（上） 三宅坂JCT分流→三宅坂JCT合流

16 湾岸線（西） 東雲JCT合流→有明JCT分流

合計

非高齢者の事故形態割合 高齢者-非高齢者N0 路線（方向） 区間 高齢者の事故形態割合

7
13

5

4
10
5

5

2
2

3

3

2
2

1
1

図-11 高齢者の交通安全対策区間の抽出 

表-3 高齢者の交通安全対策区間の抽出結果一覧 
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(2) 事故調書の分析結果 

第1当が車両接触事故時に，進行方向に向って車両の

どちら側に接触したか図-11に示す．左のサイドミラー

は運転席から遠い位置にあるため，右に比べて左は接近

してくる車両を認識しづらく，特に視野・視力が低下す

る高齢運転手がより左へ接触していると思われたが，高

齢者・非高齢者間で有意な差はない結果となった． 
次に車両接触事故を起こした際の第1当の運転行動に

ついて分析した．高齢運転者・非高齢運転者で整理した

グラフを図-12に示す． 
高齢運転者は，左への移動（左へ分流，左へ車線変更，

左へ分流）および通常走行時の事故の割合が高く，非高

齢運転者は，右への移動（右へ合流，右へ車線変更）時

の事故の割合が高いことが明らかになった．高齢運転者

は無理な追い越しは避け，車線変更の回数が少ないため

と考えられる．しかしながら，動かざるを得ない状況で

ある合流・分流部で接触事故が多くなる傾向がある． 
また，合流・分流部においても，右側合流（左へ合流，

本線（RR:Right Ramp））が特に多いという結果となった．

右側合流の構造は，都市内高速である首都高速道路での

特有の構造であり，特に高齢運転者に対して危険で事故

画起こりやすい構造であることが明らかとなった． 
通常は追い越し車線である走行速度の高い右側車線へ

の合流では，被合流もしくは合流する車両の位置や動き

を認知する必要があり，さらに下肢の筋力低下等でスピ

ードのコントロールが相対的に遅れ，接触事故につなが

っていると推察できる．自動車車両にも言及すると，前

方の自動ブレーキは警報・制御が搭載されている車両は

一般的に発売されているが，車両接触事故（横に対する

警告・制御）は一部の高級車に搭載させているものの，

一般化されていないことも要因と考えられる． 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者

非高齢者

車両の左に接触 車両の右に接触

高齢者の安全対策抽出区間における車両接触事故時の第1当（高齢者）接触位置内訳

n=52

n=1,064

(%)

 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者

非高齢者

左へ移動（合流・車変・分流） 通常走行
（合流）

右へ移動（合流・車変）

高齢者の安全対策抽出区間における車両接触事故時の第1当（高齢者）行動内訳

n=52

n=1,064

(%)

 

 

(3) 車両接時の速度差 
追い越し線は速度の高い合流は，速度差が接触事故の

要因と推察されたため，抽出区間での車両接触事故時の

第1当および第2当の速度差を分析した．速度差を第2当
の走行速度と第1当の走行速度の差とし，わかりやすく

示したものを図-13に示す． 
高齢運転者では，接触した車両よりも相対的に低速度

での走行時に接触事故を起こしている．一方で，非高齢

者では接触した車両よりも相対的に高速度での走行時に

接触事故を起こしていることが明らかになった．先ほど

の右側合流の構造で事故が多いことと関連して考察を行

うと，高齢運転者が右側合流時に，追い越し車線を走行

中の車両との速度差が縮まらず，接触事故を起こしてい

ることが示唆される．これは，高齢者特有の加齢による

有効視野の狭窄，動体視力の低下，アクセルを踏み込む

筋力の低下が原因と考えられる． 
つまり，右側合流において高齢運転者の走行速度を回

復させる，もしくは追い越し車線を走行している車両の

速度を抑制させることで速度差を解消することで，高齢

運転者を対象とした右側合流の接触事故を減らせること

が示唆された． 
 

10

118

13

355

3

13

4

72

10

354

6

77

3

37

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者

非高齢者

左へ合流 左へ車変① 左へ車変② 左へ分流 右へ合流
右へ車変① 右へ車変② 本線（RR）① 本線走行（RR）②

高齢者の安全対策抽出区間における車両接触事故時の第1当（高齢者）行動内訳

n=52

n=1,064

(%)

 

 
 

左へ合流 本線(RR)① 本線(RR)②

右

中

左

右へ車変①

左へ合流 左へ車変①

右

中

左

左へ分流

…

左へ車変②

右へ車変②

:第1当車両（高齢運転者）

 
 
 

図-12 抽出区間での第１当車両の接触位置 

図-13 抽出区間での第１当車両の運転行動 

図-14 抽出区間での第１当車両の運転行動(詳細) 

図-15 高齢者の接触事故のパターン図 
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＋20km/h＝
第2当速度（60km/h）－第1当速度（40km/h）

第1当
40km/h

第2当 60km/h

 
 
 
１０．結論および交通安全対策 
 
(1) 本研究の結論 
高齢運転者の事故特性を既存の研究と首都高速道路交

通事故データより，車両接触事故を起こしやすいという

高齢運転者の交通事故特性を明らかにした．さらに首都

高速道路における全年齢階層の交通事故多発地点，高齢

運転者の交通事故多発地点を明らかにした．次に，起終

点調査データを基とした年齢階層別の区間交通量データ

加え，事故率を区間毎に算出し，交通量によらない高齢

運転者の事故率が高い地点を明らかにした． 
高齢運転者の交通事故が多い区間及び，事故率が高い

区間，かつ非高齢者の交通事故多発区間から高齢者の交

通安全対策区間の抽出を行った． 
最後に，抽出した16区間について，車両接触事故に着

目し事故調書を用いて詳細分析を行い，以下の高齢運転

者の交通事故要因が明らかとなった． 
a) 高齢運転者は，右側合流の構造で接触事故を起こし

やすい． 
b) 高齢運転者は，周りの車両との相対速度が低いとき

に接触事故を起こしやすい． 
c) 非高齢運転者は，周りの車両との相対速度が低いと

きに接触事故を起こしやすい． 

 
 
(2) 交通安全対策 
本研究の分析より，首都高速道路で特有の右側合流が

危険であるのことが明らかとなったが，右側合流をなく

す（左側合流ランプへの作り替えや撤去）は莫大なコス

トと期間を要するので既存の構造で対策を行う必要があ

る． 
高齢運転者に対しての交通安全対策として，右側合流

の注意喚起と，速度差の解消に対して対策案を提案する．

右側合流の注意喚起については，右側合流部手前から右

側合流の注意を促すカラー舗装と，あわせて照明の色・

照度を変更し，右側合流の存在をアピールさせる．速度

差については，高齢運転者の速度回復と非高齢運転者の

速度抑制の2つが存在するが，安全性を考慮し，非高齢

者の速度抑制を提案する．右側合流手前から減速レーン

マークの設置やオプティカルドットで速度を抑制し，高

齢運転者との走行速度差を解消する． 
ただ，右側合流する際の追い越し車線の車両の速度低

下を促すことで，非高齢運転者の交通事故が増える可能

性があるので注意が必要である．ドライビングシミュレ

ーター等で，高齢運転者に効果があるのを確認するのと

同時に，非高齢者の走行に影響を与えないか確認する必

要がある． 
全体的にみると，右側合流の存在の注意喚起と非高齢

者の走行速度抑制が必要であると考えるが，個別に事故

多発地点の詳細を調査し交通安全対策が必要である．例

えば，都心環状線内回りの霞が関入口では料金所を通過

後，本線合流前にトンネルに進入するため目が暗さに慣

れずに速度を落とし，速度差を誘発している可能性があ

る．したがって，トンネル手前に側壁・屋根を設置して

本線合流前にトンネルの暗さに目を慣らすなど、個別の

箇所で交通安全対策を考える必要がある． 
 

(3) 提案と課題 
本研究を進める中で，高齢運転者は右側合流の構造で

第1当と第2当の接触事故が多いことが明らかとなった．

図-16 高齢者および非高齢者の接触事故時の速度差 
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つまり，第2当の立場でも事故を起こしている可能性が

高く，高齢運転者の事故件数はもっと多く存在している

と考えられる． 
また，高齢運転者にとって，動かざるを得ない合流・

分流といった構造の他に，動かざるを得ない本線上の車

線変更（右分流に行くために左車線から右車線に車線変

更など）も多く存在すると推察される． 
上記を把握するため，今後は，事故調書の作成時に第

2当の年齢と事故を起こした人のODを聴取項目として追

加することが望ましい． 
 

謝辞：本研究を進めるにあたって，多くの皆様にご指導

およびご協力いただきましたことに心より感謝申し上げ
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点調査データの貴重なデータの提供をはじめ，貴重なご

意見を賜りました．また，高速道路調査会には研究助成

をいただき多大なるご協力を賜りました． 
ここに示して，感謝の意を表します． 
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IDENTIFYING ACCIDENT BLACK SPOTS FOR ELDERLY DRIVERS  
ON METROPOLITAN EXPRESSWAYS AND CONSIDERATION OF MEASURE 

FOR TRAFFIC ACCIDENTS 
 

Yoshiaki SAKATA and Naohiko HIBINO 
 

On the Metropolitan Expressway, the total number of accidents has decreased, however the number of 
accidents among elderly drivers has increased due to a rise in the number of elderly drivers. Although this 
situation is one of the social problem, accidents on the expressway by age hasn’t been analyzed yet. This 
study focuses on the acci-dents by age groups and analyze the characteristics using traffic accident data 
and origin-destination survey data. Based on the quantitative analysis, the study identifies accident black 
spots and high accident rate sections by age group in the network. In addition, in order to propose the traf-
fic safety measures by section for elderly drivers, the factors of the accidents at the black spots and the 
high accident rate sections are analyzed in more detail using indi-vidual traffic accident data. 

 
                                                           
 

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集


